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財
務
情
報

財務情報

（単位：百万円）

固定資産
　有形固定資産
　　土地
　　建物
　　　減価償却累計額等
　　構築物
　　　減価償却累計額等
　　工具器具備品
　　　減価償却累計額等
　　図書
　　その他の有形固定資産
　その他の固定資産
流動資産
　　現金及び預金
　　その他の流動資産

資産合計

105,459

104,010

73,892

40,923

△20,642

3,860

△2,298

11,394

△9,870

6,245

506

1,448

4,464

3,720

743

109,923

105,117

103,617

73,892

41,416

△21,623

4,029

△2,448

12,247

△10,588

6,167

525

1,499

6,087

5,226

860

111,204

△342

△393

-

492

△980

169

△150

853

△718

△77

18

51

1,622

1,505

116

1,280

資産の部 2021 2022 増 減

貸借対照表（2023.3.31現在）

固定負債
　資産見返負債
　引当金
　　退職給付引当金
　その他の固定負債
流動負債
　運営費交付金債務
　科学研究費助成事業等預り金
　寄附金債務
　前受受託研究費
　前受共同研究費
　前受受託事業費等
　未払金
　その他の流動負債
負債合計

資本金
　政府出資金
資本剰余金
利益剰余金
純資産合計
負債純資産合計

13,804

9,685

1

1

4,117

5,458

-

372

1,883

315

254

12

2,168

450

19,262

97,453

97,453

△7,678

885

90,660

109,923

4,298

-

2

2

4,296

6,759

126

317

1,954

780

232

4

2,917

437

11,068

97,453

97,453

△7,807

10,489

100,136

111,204

△9,505

△9,685

-

-

179

1,311

126

△55

71

464

△22

△8

748

△12

△ 8,194

-

-

△128

9,603

9,475

1,280

負債の部 2021 2022 増 減

純資産の部 2021 2022 増 減

（単位：百万円）

経常費用
　業務費
　　教育経費
　　研究経費
　　教育研究支援経費
　　受託研究費
　　共同研究費
　　受託事業費等
　　人件費
　一般管理費
　財務費用
　雑損失

18,153

17,339

1,997

1,269

487

1,795

661

144

10,983

805

4

3

18,795

18,074

1,869

1,295

391

2,212

780

159

11,364

717

3

0

641

734

△128

26

△95

416

119

15

381

△87

△1

△3

科 目 2021 2022 増 減

損益計算書（2022.4.1～2023.3.31）

経常収益
　運営費交付金収益
　学生納付金収益
　受託研究収益
　共同研究収益
　受託事業等収益
　寄附金収益
　補助金収益
　その他の収益
臨時損益
目的積立金取崩額
当期総利益
　　　　　【参考】科研費受入額

18,534

8,200

5,595

1,801

661

144

472

292

1,366

102

35

518

850

18,965

8,243

5,874

2,214

784

160

592

337

757

9,445

60

9,676

835

431

43

278

412

123

15

120

45

△608

9,343

24

9,157

△14

科 目 2021 2022 増 減

役員人件費、教員人件費、職員人件費を合算して「人件費」として表示しています。
科研費は損益計算書には計上されないため、欄外に参考値として受入額（入金額）を記載しています。

主な増減要因

・施設整備費補助金による建物等（理工A棟、教育3研）の増加　
＋984百万円
・設備整備費補助金による工具器具備品の取得　＋251百万円
・受託研究費や科研費を財源とした工具器具備品の取得　＋845百万円
・減価償却の進行による減少　△2,454百万円

●有形固定資産　△393百万円

・未払金の増加に伴う現金及び預金の増加　＋755百万円
・翌年度繰越予算の増による普通預金の増加　＋573百万円
・利益剰余金の繰越額の増による普通預金の増加　＋385百万円

●流動資産　＋1,622百万円

・国立大学法人会計基準の改訂による資産見返負債の減少　△9,685百万円

●固定負債　△9,505百万円

・運営費交付金の繰越額増(退職手当分)などによる運営費交付金債務残高の増加　＋126百万円
・退職手当支給額の増加による2022年度末未払金の増加　＋755百万円
・受託研究の獲得増加にともなう前受受託研究費残高の増加　＋464百万円

●流動負債　＋1,311百万円

●利益剰余金　＋9,603百万円

・国立大学法人会計基準の改訂による資産見返負債の臨時収益化による利益の増加　＋9,460百万円
・現金支出を伴わない損失等に伴う利益の減少　△256百万円
・目的積立金の執行及び第三期中期目標期間最終年度の国庫納付による減少　△73百万円
・当期収入の執行残　+473百万円　

主な増減要因

･ 教職員人件費の増加　＋156百万円
・退職手当の増加　＋225百万円

●人件費　＋381百万円

経常収益額について 2022年度の経常収益額18,965百万円は2004年度の国立大学法人化以降で、過去最大の経常収益額となっております。（2004年度比2,500百万円増加）

・総務省、JST、NEDOなどの大型受託研究獲得等に伴い
費用増加。

●受託研究費　＋416百万円

・総務省、JST、NEDOなどの大型受託研究獲得等により
収益増加。

●受託研究収益　＋412百万円

解説：国立大学法人の損益計算書（P / L）の特徴

一般的な損益計算書は、最初に売上（収益）、次に売上原価（費用）が表示されます。一方国立大学の損益計算
書はこの順序が逆で、費用が先、収益が後に来るよう表示されています。
国立大学法人の損益計算書は、運営費交付金や各種補助金など投入された多額の国費がどのような使途として
消費されたのか、国民に対して説明責任を果たす観点から、費用の詳細を明らかにすることに主眼が置かれてい
ます。また国立大学法人は利益獲得を目的としておりませんので、収益はあくまでも必要な費用を賄うためのもの、
という費用に比べて劣後する位置づけになっています。
このような考え方から、費用が先、収益が後、という一般的な損益計算書とは違った表示順序となっています。

費用が先、収益が後に表示される

国立大学法人が責任を負わないコストに
ついては、損益計算書上のコストとしては
扱わず、資本剰余金の減少科目として扱う
ことととされています。それらのコストにつ
いては、損益計算書の欄外に「資本剰余
金を減額したコスト等」として注記を行って
おります。

損益外処理

解説：国立大学法人の貸借対照表（B/S）の特徴

国立大学法人等の主要な財産が、建物、土地等の固定資産から構成され、こ
れらが国（納税者）から国立大学法人等に負託された経済資源の基礎を形成
することから、企業会計の貸借対照表における「流動性配列法」とは異なる「固
定性配列法」を採用しています。

固定性配列法

大学によって金額は大きく異なりますが、平成16年に法人化した際に、土地や
建物などを現物出資という形で国から承継しました。とくに横浜国立大学は承
継時点での不動産評価価格が大きかったため、土地の帳簿価額がとても大きく
なっており、結果、貸借対照表に占める固定資産の割合がとても大きくなってい
ます。またその土地は現物出資（政府出資）という位置づけですので、資本金も
当然大きく、自己資本比率がとても高いことが特徴となっています（2023.3.31

現在の自己資本比率90％）。

国から現物出資（政府出資）された多額の固定資産

授業料と教育コストの比較
国立大学の授業料は基本的には国が定めた535,800円（年額）が
標準となっています。特別の事情がある場合はさらに2割まで（＝
642,960円まで）増やすことができますが、横浜国立大学では国が定
めた標準額535,800円のままとしています。この授業料535,800円は
「安い」のでしょうか。それとも「高い」のでしょうか。
文科省の調査によると、私立大学の授業料は、2021年度の実績で

年額平均930,943円でした。私立大学と比べると金額は「安い」です。
しかし535,800円という金額それ自体は決して気軽に払えるような小さ
な金額ではありません。大事なのはちゃんと金額に見合うサービスを受
けられているのかどうか。国立大学の「コスパ」はいいのかどうかです。
そこで、学生からは毎年535,800円いただく一方、大学は学生一人
に対してどれだけのコストを費やしているのか、計算しました。

学部生数

7,160人

学生１人当たり
教育関連コスト

1,200,603円
÷ ＝

教育経費
教育研究支援経費
受託事業費
人件費
一般管理費
その他費用
教育関連コスト合計

18.6億円
2.3億円
0.9億円
59.7億円
4.2億円
0.1億円

85.9億円

教育関連コスト 金 額

1,200,603円

535,800円

教
育
関
連
コ
ス
ト

運
営
費

交
付
金
な
ど

授
業
料

授業料以上に
受けられるサービス分

664,803円

一般的なB / S

流
動
資
産
が
先（
上
）で
、
固
定
資
産
が
後（
下
）に
表
示
さ
れ
る

借方 貸方

国立大学法人のB / S

固
定
資
産
が
先（
上
）に
表
示
さ
れ
、
流
動
資
産
が
後（
下
）に
表
示

さ
れ
る「
固
定
性
配
列
法
」 固

定
資
産
の
大
半
が
現
物
出
資（
政
府
出

資
金
）と
し
て
純
資
産
を
構
成
し
て
い
る

借方 貸方

流
動
資
産

固
定
資
産

負
債
の
部

純
資
産
の
部

流
動
資
産

負
債
の
部

固
定
資
産

純
資
産
の
部

純
資
産
の
額
は
、
必

ず
し
も
借
方
と
対
応

す
る
わ
け
で
は
な
い
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財務情報

（単位：百万円）

固定資産
　有形固定資産
　　土地
　　建物
　　　減価償却累計額等
　　構築物
　　　減価償却累計額等
　　工具器具備品
　　　減価償却累計額等
　　図書
　　その他の有形固定資産
　その他の固定資産
流動資産
　　現金及び預金
　　その他の流動資産

資産合計

105,459

104,010

73,892

40,923

△20,642

3,860

△2,298

11,394

△9,870

6,245

506

1,448

4,464

3,720

743

109,923

105,117

103,617

73,892

41,416

△21,623

4,029

△2,448

12,247

△10,588

6,167

525

1,499

6,087

5,226

860

111,204

△342

△393

-

492

△980

169

△150

853

△718

△77

18

51

1,622

1,505

116

1,280

資産の部 2021 2022 増 減

貸借対照表（2023.3.31現在）

固定負債
　資産見返負債
　引当金
　　退職給付引当金
　その他の固定負債
流動負債
　運営費交付金債務
　科学研究費助成事業等預り金
　寄附金債務
　前受受託研究費
　前受共同研究費
　前受受託事業費等
　未払金
　その他の流動負債
負債合計

資本金
　政府出資金
資本剰余金
利益剰余金
純資産合計
負債純資産合計

13,804

9,685

1

1

4,117

5,458

-

372

1,883

315

254

12

2,168

450

19,262

97,453

97,453

△7,678

885

90,660

109,923

4,298

-

2

2

4,296

6,759

126

317

1,954

780

232

4

2,917

437

11,068

97,453

97,453

△7,807

10,489

100,136

111,204

△9,505

△9,685

-

-

179

1,311

126

△55

71

464

△22

△8

748

△12

△ 8,194

-

-

△128

9,603

9,475

1,280

負債の部 2021 2022 増 減

純資産の部 2021 2022 増 減

（単位：百万円）

経常費用
　業務費
　　教育経費
　　研究経費
　　教育研究支援経費
　　受託研究費
　　共同研究費
　　受託事業費等
　　人件費
　一般管理費
　財務費用
　雑損失

18,153

17,339

1,997

1,269

487

1,795

661

144

10,983

805

4

3

18,795

18,074

1,869

1,295

391

2,212

780

159

11,364

717

3

0

641

734

△128

26

△95

416

119

15

381

△87

△1

△3

科 目 2021 2022 増 減

損益計算書（2022.4.1～2023.3.31）

経常収益
　運営費交付金収益
　学生納付金収益
　受託研究収益
　共同研究収益
　受託事業等収益
　寄附金収益
　補助金収益
　その他の収益
臨時損益
目的積立金取崩額
当期総利益
　　　　　【参考】科研費受入額

18,534

8,200

5,595

1,801

661

144

472

292

1,366

102

35

518

850

18,965

8,243

5,874

2,214

784

160

592

337

757

9,445

60

9,676

835

431

43

278

412

123

15

120

45

△608

9,343

24

9,157

△14

科 目 2021 2022 増 減

役員人件費、教員人件費、職員人件費を合算して「人件費」として表示しています。
科研費は損益計算書には計上されないため、欄外に参考値として受入額（入金額）を記載しています。

主な増減要因

・施設整備費補助金による建物等（理工A棟、教育3研）の増加　
＋984百万円
・設備整備費補助金による工具器具備品の取得　＋251百万円
・受託研究費や科研費を財源とした工具器具備品の取得　＋845百万円
・減価償却の進行による減少　△2,454百万円

●有形固定資産　△393百万円

・未払金の増加に伴う現金及び預金の増加　＋755百万円
・翌年度繰越予算の増による普通預金の増加　＋573百万円
・利益剰余金の繰越額の増による普通預金の増加　＋385百万円

●流動資産　＋1,622百万円

・国立大学法人会計基準の改訂による資産見返負債の減少　△9,685百万円

●固定負債　△9,505百万円

・運営費交付金の繰越額増(退職手当分)などによる運営費交付金債務残高の増加　＋126百万円
・退職手当支給額の増加による2022年度末未払金の増加　＋755百万円
・受託研究の獲得増加にともなう前受受託研究費残高の増加　＋464百万円

●流動負債　＋1,311百万円

●利益剰余金　＋9,603百万円

・国立大学法人会計基準の改訂による資産見返負債の臨時収益化による利益の増加　＋9,460百万円
・現金支出を伴わない損失等に伴う利益の減少　△256百万円
・目的積立金の執行及び第三期中期目標期間最終年度の国庫納付による減少　△73百万円
・当期収入の執行残　+473百万円　

主な増減要因

･ 教職員人件費の増加　＋156百万円
・退職手当の増加　＋225百万円

●人件費　＋381百万円

経常収益額について 2022年度の経常収益額18,965百万円は2004年度の国立大学法人化以降で、過去最大の経常収益額となっております。（2004年度比2,500百万円増加）

・総務省、JST、NEDOなどの大型受託研究獲得等に伴い
費用増加。

●受託研究費　＋416百万円

・総務省、JST、NEDOなどの大型受託研究獲得等により
収益増加。

●受託研究収益　＋412百万円

解説：国立大学法人の損益計算書（P / L）の特徴

一般的な損益計算書は、最初に売上（収益）、次に売上原価（費用）が表示されます。一方国立大学の損益計算
書はこの順序が逆で、費用が先、収益が後に来るよう表示されています。
国立大学法人の損益計算書は、運営費交付金や各種補助金など投入された多額の国費がどのような使途として
消費されたのか、国民に対して説明責任を果たす観点から、費用の詳細を明らかにすることに主眼が置かれてい
ます。また国立大学法人は利益獲得を目的としておりませんので、収益はあくまでも必要な費用を賄うためのもの、
という費用に比べて劣後する位置づけになっています。
このような考え方から、費用が先、収益が後、という一般的な損益計算書とは違った表示順序となっています。

費用が先、収益が後に表示される

国立大学法人が責任を負わないコストに
ついては、損益計算書上のコストとしては
扱わず、資本剰余金の減少科目として扱う
ことととされています。それらのコストにつ
いては、損益計算書の欄外に「資本剰余
金を減額したコスト等」として注記を行って
おります。

損益外処理

解説：国立大学法人の貸借対照表（B/S）の特徴

国立大学法人等の主要な財産が、建物、土地等の固定資産から構成され、こ
れらが国（納税者）から国立大学法人等に負託された経済資源の基礎を形成
することから、企業会計の貸借対照表における「流動性配列法」とは異なる「固
定性配列法」を採用しています。

固定性配列法

大学によって金額は大きく異なりますが、平成16年に法人化した際に、土地や
建物などを現物出資という形で国から承継しました。とくに横浜国立大学は承
継時点での不動産評価価格が大きかったため、土地の帳簿価額がとても大きく
なっており、結果、貸借対照表に占める固定資産の割合がとても大きくなってい
ます。またその土地は現物出資（政府出資）という位置づけですので、資本金も
当然大きく、自己資本比率がとても高いことが特徴となっています（2023.3.31

現在の自己資本比率90％）。

国から現物出資（政府出資）された多額の固定資産

授業料と教育コストの比較
国立大学の授業料は基本的には国が定めた535,800円（年額）が
標準となっています。特別の事情がある場合はさらに2割まで（＝
642,960円まで）増やすことができますが、横浜国立大学では国が定
めた標準額535,800円のままとしています。この授業料535,800円は
「安い」のでしょうか。それとも「高い」のでしょうか。
文科省の調査によると、私立大学の授業料は、2021年度の実績で

年額平均930,943円でした。私立大学と比べると金額は「安い」です。
しかし535,800円という金額それ自体は決して気軽に払えるような小さ
な金額ではありません。大事なのはちゃんと金額に見合うサービスを受
けられているのかどうか。国立大学の「コスパ」はいいのかどうかです。
そこで、学生からは毎年535,800円いただく一方、大学は学生一人
に対してどれだけのコストを費やしているのか、計算しました。

学部生数

7,160人

学生１人当たり
教育関連コスト

1,200,603円
÷ ＝

教育経費
教育研究支援経費
受託事業費
人件費
一般管理費
その他費用
教育関連コスト合計

18.6億円
2.3億円
0.9億円
59.7億円
4.2億円
0.1億円

85.9億円

教育関連コスト 金 額

1,200,603円

535,800円
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通常キャッシュ・フロー計算書は当期純利益の額を
出発点とする「間接法」により作成されます。一方
国立大学では全ての収支を総額で算出していく
「直接法」により作成します。直接法が採用されて
いる理由について国立大学法人会計基準には明
記されていませんが、間接法では純額表示されて
しまう様々な収入・支出を、国民に対する説明責任
の観点から、さらに詳細に開示するためという趣
旨であろうと考えられます。

直接法により作成

運営費交付金収入を財源に固定資産を購入した
場合、運営費交付金収入は業務活動CFに収入と
して計上され、固定資産取得のための支出は投資
活動CFに支出として計上されます。他の財源（学
生納付金収入、寄附金、受託・共同研究等収入、
補助金）でもこのように収入と支出が異なるCFと
して整理されます。このため業務活動CFは収入超
過（+）に、投資活動CFは支出超過（△）になりや
すい構造になっています。

業務活動CFの+と投資活動CFの△との関係

国立大学では借入金の実施や大学債の発行というイベントは稀で
あるため、財務活動CFにはまとまった収入が計上されることはあ
まりありません。一方ファイナンス・リース取引は頻繁に行われてお
り、リース契約の元本分の支出額が財務活動CFの支出額に計上
されます（財源は業務活動CFの収入）。このため投資活動CFは、
基本的にはほとんど収入が無く、（リース債務支払い分の）支出だ
けが計上され続けて支出超過（△）になりがちである、という構造
になっています。投資活動CFが支出超過（△）になりやすいのと同
じです。

財務活動CFは通常△

解説：国立大学法人のキャッシュ・フロー計算書（C / F）の特徴

※同一活動C/F中で、内容が類似している区分は合算して表示してい
ます。また、量的重要性が乏しい項目については「その他の収入」に合
算しています。

（単位：百万円）

財務情報

国立大学の予算は単年度主義のため資金の「繰越」を想定していませんが、寄
附金や受託研究費などでは例外的に会計年度を超えた繰り越しができます。
このような繰越資金は、キャッシュ・フロー計算書上では「資金期首残高」に含
まれるわけですが、決算報告書においては記載すべき箇所がありません。決算
報告書は単年度の現金収支、現金のフロー情報を記載する書類であり、期首
のストック情報を記載する箇所がありません。しかしそれでは繰越資金を財源と
した支出が生じた場合、支出だけが計上されて支出超過に陥ります。このよう
な場合決算報告書では、前期以前の収入を財源とした支出額（＝繰越資金を
財源とした支出額）と同額を収入に計上する、という独特な処理を行い、支出
超過とならないよう調整しています。

前期から繰り越した資金の決算報告書上での扱い、キャッシュ・フロー
計算書との相違

決算報告書では期末の未払金も支出に含まれます。キャッシュ・フロー計算書
の「支出」は現預金の増加・減少と厳密に対応していますので、未払金は含ま
れません。公会計における出納整理期の考え方を踏まえていることから、この
ような相違が生じています。

期末未払金の決算報告書上での扱い、キャッシュ・フロー計算書との相違

解説：「決算報告書」について

国の会計（公会計）をベースとして、法人内で定めた年間の予算とその執行状
況（決算）を示す資料です。現金主義を基礎とし、公会計における出納整理期
の考え方を踏まえ、一部には発生主義も取り入れながら国立大学法人等の運
営状況を報告しています。決算報告書は財務諸表と併せて文部科学大臣に提
出されます。財務諸表が大臣承認を受けたら、決算報告書も財務諸表と同様
に一般に公開されます。一般的な企業会計の考え方には存在しない、公的機
関特有の資料です。国立大学法人のほかにも、独立行政法人や地方独立行政
法人においても、法律に基づき、同様の「決算報告書」が作成されています。

「決算報告書」の位置づけ

基本的には単年度の現金収支を、予算の区分に対応する形で示した書類です。
そのため内容がキャッシュ・フロー計算書に近いのですが、前期から繰り越した
資金の扱いや期末の未払金の扱いなど一部独特の扱いがあり、キャッシュ・フ
ロー計算書とは完全には一致しません。

「決算報告書」の構造

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー
　　　原材料、商品又はサービスの購入による支出
　　　人件費支出
　　　その他の業務支出
　　　運営費交付金収入
　　　学生納付金収入
　　　受託・共同研究等収入
　　　補助金等収入
　　　寄附金収入
　　　預り金の増減
　　　その他の収入
　　　国庫納付金の支払額
業務活動によるキャッシュ・フロー
Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー
　　　有価証券の取得による支出
　　　有価証券の売却による収入
　　　定期預金等への支出
　　　定期預金の払戻しによる収入
　　　固定資産の取得による支出
　　　施設費による収入
　　　施設費の精算による返還金の支出
　　　その他の収入
投資活動によるキャッシュ・フロー
Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー
　　　ファイナンス・リース債務の返済による支出
　　　利息の支払額
財務活動によるキャッシュ・フロー
Ⅳ　資金増加額
Ⅴ　資金期首残高
Ⅵ　資金期末残高
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科 目 2021 2022 増 減

キャッシュ・フロー計算書（2022.4.1～2023.3.31） （単位：百万円）

収入
　運営費交付金
　施設整備費補助金
　補助金等収入
　大学改革支援・学位授与機構施設費交付金
　自己収入
　　授業料、入学料及び検定料収入
　　雑収入
　産学連携等研究収入及び寄附金収入等
　引当金取崩
　目的積立金取崩
収入計
支出
　業務費
　　教育研究経費
　施設整備費
　補助金等
　産学連携等研究経費及び寄附金事業費等
支出計
収入ー支出

8,298

1,159

288

30

5,721

5,636

85

2,739

-

281

18,516

14,300

14,300

1,189

288

2,739

18,516

-

8,370

1,116

573

30

5,688

5,466

222

4,358

-

60

20,198

13,894

13,894

1,146

392

3,570

19,003

1,194

72

△42

285

-

△32

△169

136

1,619

-

△220

1,682

△405

△405

△42

104

831

488

1,194

科 目 予算額 決算額 差 額

決算報告書主な増減要因

・2022年度末竣工の大規模改修工事代金として未払計上して
いる修繕費等の支払いがあり、支出額が減少しました。

●原材料、消費又はサービスの購入による支出
△3,898百万円（対前年度△72百万円）

・2022年度は退職教員が多かったため、例年より多くの退職給
付費用を年度末に未払計上しています。この未払退職給付費用
が2023年度中に支払処理されるため支出額が減少しました。

●人件費支出
　△11,836百万円（対前年度＋156百万円）

・科学技術振興機構（JST）や総務省等から大型の受託研究を
獲得できたことなどにより、受託研究収入と共同研究収入が
大きく増加しました。

●受託・共同研究等収入
　＋3,424百万円（対前年度＋711百万円）

【業務活動キャッシュ・フロー】

・2022年度末竣工の大規模改修工事代金として未払計上して
いる固定資産取得の支払があり、支出額が減少しました。

●固定資産の取得による支出
　△1,750百万円（対前年度＋335百万円）

・2022年度は理工学部講義棟A、教育学部第三研究棟など大
規模改修工事の実施が多数重なったため、施設費（施設整備
費補助金）収入が多い年でした。

●施設費による収入
　＋1,146百万円（対前年度＋779百万円）

・大規模改修工事の代金を未払金として計上していること（＝固
定資産の取得による支出△）で増加となりました。

●資金増加額
　＋1,745百万円

【投資活動キャッシュ・フロー】

主な予算と決算の差異要因

・予算段階では予定していなかった資金の獲得に努めたことに
より、予算を上回る収入額となりました。

●補助金等収入
　＋285百万円

・科学技術振興機構（JST）や総務省などから大型の受託研究
を獲得できたことなどにより、受託研究収入の決算額が予算
額を＋1,313百万円上回りました。

・共同研究の契約件数が増加したことにより、共同研究収入の
決算額が予算額を＋259百万円上回りました。

●産学連携等研究収入及び寄附金収入等
　＋1,619百万円

【収入の部】

・増加した受託研究収入と共同研究収入を財源とした研究活
動により、受託研究経費が＋910百万円、共同研究経費が
＋139百万円、予算額に比して増加しました。

●産学連携等研究経費及び寄附金事業費等
　＋831百万円

【支出の部】

キャッシュ・フロー推移

業務活動C/F業務活動C/F

投資活動C/F

財務活動C/F

資金増加・減少額

325
323 561

1,253

▲766

3,000

2,000

1,000

0

△1,000

△2,000
2017 2018 2019 2020 2021 2022

1,745

百万円
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通常キャッシュ・フロー計算書は当期純利益の額を
出発点とする「間接法」により作成されます。一方
国立大学では全ての収支を総額で算出していく
「直接法」により作成します。直接法が採用されて
いる理由について国立大学法人会計基準には明
記されていませんが、間接法では純額表示されて
しまう様々な収入・支出を、国民に対する説明責任
の観点から、さらに詳細に開示するためという趣
旨であろうと考えられます。

直接法により作成

運営費交付金収入を財源に固定資産を購入した
場合、運営費交付金収入は業務活動CFに収入と
して計上され、固定資産取得のための支出は投資
活動CFに支出として計上されます。他の財源（学
生納付金収入、寄附金、受託・共同研究等収入、
補助金）でもこのように収入と支出が異なるCFと
して整理されます。このため業務活動CFは収入超
過（+）に、投資活動CFは支出超過（△）になりや
すい構造になっています。

業務活動CFの+と投資活動CFの△との関係

国立大学では借入金の実施や大学債の発行というイベントは稀で
あるため、財務活動CFにはまとまった収入が計上されることはあ
まりありません。一方ファイナンス・リース取引は頻繁に行われてお
り、リース契約の元本分の支出額が財務活動CFの支出額に計上
されます（財源は業務活動CFの収入）。このため投資活動CFは、
基本的にはほとんど収入が無く、（リース債務支払い分の）支出だ
けが計上され続けて支出超過（△）になりがちである、という構造
になっています。投資活動CFが支出超過（△）になりやすいのと同
じです。

財務活動CFは通常△

解説：国立大学法人のキャッシュ・フロー計算書（C / F）の特徴

※同一活動C/F中で、内容が類似している区分は合算して表示してい
ます。また、量的重要性が乏しい項目については「その他の収入」に合
算しています。

（単位：百万円）

財務情報

国立大学の予算は単年度主義のため資金の「繰越」を想定していませんが、寄
附金や受託研究費などでは例外的に会計年度を超えた繰り越しができます。
このような繰越資金は、キャッシュ・フロー計算書上では「資金期首残高」に含
まれるわけですが、決算報告書においては記載すべき箇所がありません。決算
報告書は単年度の現金収支、現金のフロー情報を記載する書類であり、期首
のストック情報を記載する箇所がありません。しかしそれでは繰越資金を財源と
した支出が生じた場合、支出だけが計上されて支出超過に陥ります。このよう
な場合決算報告書では、前期以前の収入を財源とした支出額（＝繰越資金を
財源とした支出額）と同額を収入に計上する、という独特な処理を行い、支出
超過とならないよう調整しています。

前期から繰り越した資金の決算報告書上での扱い、キャッシュ・フロー
計算書との相違

決算報告書では期末の未払金も支出に含まれます。キャッシュ・フロー計算書
の「支出」は現預金の増加・減少と厳密に対応していますので、未払金は含ま
れません。公会計における出納整理期の考え方を踏まえていることから、この
ような相違が生じています。

期末未払金の決算報告書上での扱い、キャッシュ・フロー計算書との相違

解説：「決算報告書」について

国の会計（公会計）をベースとして、法人内で定めた年間の予算とその執行状
況（決算）を示す資料です。現金主義を基礎とし、公会計における出納整理期
の考え方を踏まえ、一部には発生主義も取り入れながら国立大学法人等の運
営状況を報告しています。決算報告書は財務諸表と併せて文部科学大臣に提
出されます。財務諸表が大臣承認を受けたら、決算報告書も財務諸表と同様
に一般に公開されます。一般的な企業会計の考え方には存在しない、公的機
関特有の資料です。国立大学法人のほかにも、独立行政法人や地方独立行政
法人においても、法律に基づき、同様の「決算報告書」が作成されています。

「決算報告書」の位置づけ

基本的には単年度の現金収支を、予算の区分に対応する形で示した書類です。
そのため内容がキャッシュ・フロー計算書に近いのですが、前期から繰り越した
資金の扱いや期末の未払金の扱いなど一部独特の扱いがあり、キャッシュ・フ
ロー計算書とは完全には一致しません。

「決算報告書」の構造

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー
　　　原材料、商品又はサービスの購入による支出
　　　人件費支出
　　　その他の業務支出
　　　運営費交付金収入
　　　学生納付金収入
　　　受託・共同研究等収入
　　　補助金等収入
　　　寄附金収入
　　　預り金の増減
　　　その他の収入
　　　国庫納付金の支払額
業務活動によるキャッシュ・フロー
Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー
　　　有価証券の取得による支出
　　　有価証券の売却による収入
　　　定期預金等への支出
　　　定期預金の払戻しによる収入
　　　固定資産の取得による支出
　　　施設費による収入
　　　施設費の精算による返還金の支出
　　　その他の収入
投資活動によるキャッシュ・フロー
Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー
　　　ファイナンス・リース債務の返済による支出
　　　利息の支払額
財務活動によるキャッシュ・フロー
Ⅳ　資金増加額
Ⅴ　資金期首残高
Ⅵ　資金期末残高
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科 目 2021 2022 増 減

キャッシュ・フロー計算書（2022.4.1～2023.3.31） （単位：百万円）

収入
　運営費交付金
　施設整備費補助金
　補助金等収入
　大学改革支援・学位授与機構施設費交付金
　自己収入
　　授業料、入学料及び検定料収入
　　雑収入
　産学連携等研究収入及び寄附金収入等
　引当金取崩
　目的積立金取崩
収入計
支出
　業務費
　　教育研究経費
　施設整備費
　補助金等
　産学連携等研究経費及び寄附金事業費等
支出計
収入ー支出

8,298

1,159

288

30

5,721

5,636

85

2,739

-

281

18,516

14,300

14,300

1,189

288

2,739

18,516

-

8,370

1,116
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30

5,688

5,466

222

4,358

-

60

20,198

13,894

13,894

1,146

392

3,570

19,003

1,194
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-

△32
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136

1,619

-
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△405
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104

831

488
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科 目 予算額 決算額 差 額

決算報告書主な増減要因

・2022年度末竣工の大規模改修工事代金として未払計上して
いる修繕費等の支払いがあり、支出額が減少しました。

●原材料、消費又はサービスの購入による支出
△3,898百万円（対前年度△72百万円）

・2022年度は退職教員が多かったため、例年より多くの退職給
付費用を年度末に未払計上しています。この未払退職給付費用
が2023年度中に支払処理されるため支出額が減少しました。

●人件費支出
　△11,836百万円（対前年度＋156百万円）

・科学技術振興機構（JST）や総務省等から大型の受託研究を
獲得できたことなどにより、受託研究収入と共同研究収入が
大きく増加しました。

●受託・共同研究等収入
　＋3,424百万円（対前年度＋711百万円）

【業務活動キャッシュ・フロー】

・2022年度末竣工の大規模改修工事代金として未払計上して
いる固定資産取得の支払があり、支出額が減少しました。

●固定資産の取得による支出
　△1,750百万円（対前年度＋335百万円）

・2022年度は理工学部講義棟A、教育学部第三研究棟など大
規模改修工事の実施が多数重なったため、施設費（施設整備
費補助金）収入が多い年でした。

●施設費による収入
　＋1,146百万円（対前年度＋779百万円）

・大規模改修工事の代金を未払金として計上していること（＝固
定資産の取得による支出△）で増加となりました。

●資金増加額
　＋1,745百万円

【投資活動キャッシュ・フロー】

主な予算と決算の差異要因

・予算段階では予定していなかった資金の獲得に努めたことに
より、予算を上回る収入額となりました。

●補助金等収入
　＋285百万円

・科学技術振興機構（JST）や総務省などから大型の受託研究
を獲得できたことなどにより、受託研究収入の決算額が予算
額を＋1,313百万円上回りました。

・共同研究の契約件数が増加したことにより、共同研究収入の
決算額が予算額を＋259百万円上回りました。

●産学連携等研究収入及び寄附金収入等
　＋1,619百万円

【収入の部】

・増加した受託研究収入と共同研究収入を財源とした研究活
動により、受託研究経費が＋910百万円、共同研究経費が
＋139百万円、予算額に比して増加しました。

●産学連携等研究経費及び寄附金事業費等
　＋831百万円

【支出の部】

キャッシュ・フロー推移

業務活動C/F業務活動C/F

投資活動C/F

財務活動C/F

資金増加・減少額
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全国立大学平均

横浜国立大学

旧帝大平均

外部資金獲得の状況について 外部資金獲得状況の他大学グループ平均との比較
経常収益に占める外部資金収益の割合（2022年度実績）

解説：なぜ横浜国立大学にとって「外部資金」は重要なのか？
左のグラフは、国立大学全体の、運営費交付金収入の推移です。国立大学が法人化した初年
度である2004年度から最新の集計値が得られている2021年度まで推移(各中期計画期間初
年度)を並べています。法人化以来、減り続けており、2004年から2021年までの間に1,600億
円余り減少しています。
行政機構の効率化、国立大学の改革促進、大学間での資源の再配分を通じた機能強化など、
様々な政策誘導の観点から運営費交付金は削減されてきました。
横浜国立大学では、このような外部環境の変化を大学が変革していく好機と捉えています。
運営費交付金に依存するのではなく、外部資金という形で自ら研究費を稼ぎ、そしてそれを基に
研究を発展させ、その研究力が新たな外部資金を呼び込み、という「知・人への投資」の好循環
即ちイノベーション・エコシステムを確立させていく好機です。

横浜国立大学は世界水準の研究を実施していくため、その財源とし
て受託研究費や共同研究費や補助金、寄附金といった「外部資金」の
獲得とその支援に力を入れています。2022年度の外部資金受入額は
2004年度の国立法人化以降で初めて50憶円を超えました。
近年は、科学技術振興機構（JST）の「ムーンショット型研究開発事

業」など比較的大型の外部資金獲得ができていることや、「YNU研究拠
点」制度等による戦略的な研究の活性化などの成果が特に受託研究費
と共同研究費の収入額が大きく増加している要因となっていると言え
ます。
今後は、さらなる研究力強化スキームの確立と構造化を行うことで、
獲得額の増加ペースを加速してまいります。

横浜国立大学の外部資金獲得額は多いと言えるのか、それとも少な
いのか。横浜国立大学の外部資金を獲得する力を比較するため、経常
収益に占める外部資金収益（受託研究収益、共同研究収益、受託事業
等収益、寄附金収益、補助金収益の合計）の割合を用いて比較します。
比較対象は旧帝大の平均、全国立大学の平均、横浜国立大学と同

じ類型である医学部の無い総合大学の平均です。
旧帝大グループにはあと一歩及びませんが、全国平均と同類型大学

（医学部の無い総合大学）平均に対しては大きく上回っています。

国立大学の主な収入源は運営費交付金、自己収入、外部資金の
三つがあります。運営費交付金は、毎年国から交付される資金です。
国立大学の経費の大半が運営費交付金を基に賄われています。
自己収入は、授業料や入学料などの学生納付金、附属病院での診
療収入、そのほか建物貸付料や特許料などの雑収入で、これらをま
とめて「自己収入」と呼んでいます。
外部資金は寄附金、受託研究費、共同研究費、受託事業費等、補
助金、科研費です。「〇〇費」と呼ばれることが多く、費用なのか収
益なのか混乱しますが、「受託研究費（に充てるために受けいれた
収入）」という意味だとご理解ください。
外部資金は基本的には「プロジェクト」型の、使途制限のある資金
です。契約ごとに研究課題や教育事業計画などの「プロジェクト」が
設定されます。そしてそのプロジェクトの遂行に必要な経費にのみ充
てる事ができる、使途の制限がある資金です。

解説：「外部資金」について

北海道大学、東北大学、東京大学、京都大学、大阪大学、九州大学、東海国立大学機構（名古屋大学）

旧帝大

受託研究収益 + 共同研究収益 + 受託事業等収益 + 寄附金収益 + 補助
金等収益

外部資金収益

横浜国立大学運営財源の推移（総額）

※このグラフでは外部資金に科研費を含めており、損益計算書の収益合計とは一致しません。
また、臨時利益は除いて表示をしております。

受託・共同研究等受入額・受入件数 補助金受入額・受入件数

寄附金受入額・受入件数 科研費受入額・受入件数（直接経費）

国立大学全体の運営費交付金収入の推移（文部科学省HPより集計）

グリーン水素エネルギーシステムと燃料電池の役割 本学の「グリーン水素研究センター」

百万円 件数
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岩手大学、茨城大学、宇都宮大学、埼玉大学、お茶の水女子大学、横浜国立大学、静岡大学、和
歌山大学、奈良国立大学機構（奈良女子大学）

医学部の無い総合大学

外部資金収益÷経常収益

経常収益に占める外部資金収益割合

千代田化工建設株式会社（本社：横浜市西区）との包括連携協定の締結及び共同研究の強化

千代田化工建設株式会社と国立大学法人横浜国立大学は、産業の発展に繋がる研究開発や人材育成などによる社会への貢献を目指し、2022 

年5月30日（月）に、包括連携協定を締結いたしました。　
横浜国立大学では、かねてより水素エネルギー関連技術の開発やプラント安全技術分野において、千代田化工建設株式会社と協働してまいりまし

た。今後は連携関係をより一層強化し、社会や産業にかかる課題の発掘及びその解決に資する研究開発や知見の共有を行い、社会実装や人材育成
を通じ社会に貢献してまいります。
本協定を締結することにより、これまでの両者での取り組みによりシナジーを生み出してきた水素エネルギーにかかる技術開発や、燃料電池にかか

る技術開発と特性評価などの共同研究を継続します。持続可能な社会の実現に向け、双方の強みを生かし得る新規課題の掘り起こしならびに共同研
究テーマの選定を行い社会実装を目指すとともに、人材交流や意見交換会を定例化し、人材育成に向けた相互協力を継続することで社会への貢献を
目指します。

横浜国立大学の共同研究等の紹介

1）社会や産業が求める課題の検討、共同研究テーマの選定
2）社会実装に向けた各種検討
3）本連携に資する人材交流や意見交換会の実施
4）人材育成に向けた協力
5）その他本目的に資すると認められる事項

●本協定における連携事項

受入時に「寄附目的」が設定されます。寄附金はこの寄附目的に沿った使途に充てられる資金です。

寄附金

国や企業から委託を受けて行う研究プロジェクトに充てられる資金として、委託元から受ける資金
です。

受託研究費

国や企業と共同で行う研究活動に充てられる資金として、相手から受ける資金です。

共同研究費

国や企業から委託を受けて行う、または共同で行う、研究以外の目的の事業に充てられる資金とし
て、委託元や共同事業者から受ける資金です。

受託事業費等

国等の政策に基づき、特定の事業や費用、資産の取得等に必要な支出に充てられる資金として、
国やその関連機関から交付されます。

補助金

日本学術振興会（文科省が所轄する独法。JSPS。）から研究者個人へ措置される資金です。研究者
個々人が、自由に研究計画を作成してJSPSに申請し、採択された研究計画に対して交付されます。

科研費（科学研究費補助金、学術研究助成基金助成金）
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外部資金獲得の状況について 外部資金獲得状況の他大学グループ平均との比較
経常収益に占める外部資金収益の割合（2022年度実績）

解説：なぜ横浜国立大学にとって「外部資金」は重要なのか？
左のグラフは、国立大学全体の、運営費交付金収入の推移です。国立大学が法人化した初年
度である2004年度から最新の集計値が得られている2021年度まで推移(各中期計画期間初
年度)を並べています。法人化以来、減り続けており、2004年から2021年までの間に1,600億
円余り減少しています。
行政機構の効率化、国立大学の改革促進、大学間での資源の再配分を通じた機能強化など、
様々な政策誘導の観点から運営費交付金は削減されてきました。
横浜国立大学では、このような外部環境の変化を大学が変革していく好機と捉えています。
運営費交付金に依存するのではなく、外部資金という形で自ら研究費を稼ぎ、そしてそれを基に
研究を発展させ、その研究力が新たな外部資金を呼び込み、という「知・人への投資」の好循環
即ちイノベーション・エコシステムを確立させていく好機です。

横浜国立大学は世界水準の研究を実施していくため、その財源とし
て受託研究費や共同研究費や補助金、寄附金といった「外部資金」の
獲得とその支援に力を入れています。2022年度の外部資金受入額は
2004年度の国立法人化以降で初めて50憶円を超えました。
近年は、科学技術振興機構（JST）の「ムーンショット型研究開発事

業」など比較的大型の外部資金獲得ができていることや、「YNU研究拠
点」制度等による戦略的な研究の活性化などの成果が特に受託研究費
と共同研究費の収入額が大きく増加している要因となっていると言え
ます。
今後は、さらなる研究力強化スキームの確立と構造化を行うことで、
獲得額の増加ペースを加速してまいります。

横浜国立大学の外部資金獲得額は多いと言えるのか、それとも少な
いのか。横浜国立大学の外部資金を獲得する力を比較するため、経常
収益に占める外部資金収益（受託研究収益、共同研究収益、受託事業
等収益、寄附金収益、補助金収益の合計）の割合を用いて比較します。
比較対象は旧帝大の平均、全国立大学の平均、横浜国立大学と同

じ類型である医学部の無い総合大学の平均です。
旧帝大グループにはあと一歩及びませんが、全国平均と同類型大学

（医学部の無い総合大学）平均に対しては大きく上回っています。

国立大学の主な収入源は運営費交付金、自己収入、外部資金の
三つがあります。運営費交付金は、毎年国から交付される資金です。
国立大学の経費の大半が運営費交付金を基に賄われています。
自己収入は、授業料や入学料などの学生納付金、附属病院での診
療収入、そのほか建物貸付料や特許料などの雑収入で、これらをま
とめて「自己収入」と呼んでいます。
外部資金は寄附金、受託研究費、共同研究費、受託事業費等、補
助金、科研費です。「〇〇費」と呼ばれることが多く、費用なのか収
益なのか混乱しますが、「受託研究費（に充てるために受けいれた
収入）」という意味だとご理解ください。
外部資金は基本的には「プロジェクト」型の、使途制限のある資金
です。契約ごとに研究課題や教育事業計画などの「プロジェクト」が
設定されます。そしてそのプロジェクトの遂行に必要な経費にのみ充
てる事ができる、使途の制限がある資金です。

解説：「外部資金」について

北海道大学、東北大学、東京大学、京都大学、大阪大学、九州大学、東海国立大学機構（名古屋大学）

旧帝大

受託研究収益 + 共同研究収益 + 受託事業等収益 + 寄附金収益 + 補助
金等収益

外部資金収益

横浜国立大学運営財源の推移（総額）

※このグラフでは外部資金に科研費を含めており、損益計算書の収益合計とは一致しません。
また、臨時利益は除いて表示をしております。

受託・共同研究等受入額・受入件数 補助金受入額・受入件数

寄附金受入額・受入件数 科研費受入額・受入件数（直接経費）

国立大学全体の運営費交付金収入の推移（文部科学省HPより集計）

グリーン水素エネルギーシステムと燃料電池の役割 本学の「グリーン水素研究センター」
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岩手大学、茨城大学、宇都宮大学、埼玉大学、お茶の水女子大学、横浜国立大学、静岡大学、和
歌山大学、奈良国立大学機構（奈良女子大学）

医学部の無い総合大学

外部資金収益÷経常収益

経常収益に占める外部資金収益割合

千代田化工建設株式会社（本社：横浜市西区）との包括連携協定の締結及び共同研究の強化

千代田化工建設株式会社と国立大学法人横浜国立大学は、産業の発展に繋がる研究開発や人材育成などによる社会への貢献を目指し、2022 

年5月30日（月）に、包括連携協定を締結いたしました。　
横浜国立大学では、かねてより水素エネルギー関連技術の開発やプラント安全技術分野において、千代田化工建設株式会社と協働してまいりまし

た。今後は連携関係をより一層強化し、社会や産業にかかる課題の発掘及びその解決に資する研究開発や知見の共有を行い、社会実装や人材育成
を通じ社会に貢献してまいります。
本協定を締結することにより、これまでの両者での取り組みによりシナジーを生み出してきた水素エネルギーにかかる技術開発や、燃料電池にかか

る技術開発と特性評価などの共同研究を継続します。持続可能な社会の実現に向け、双方の強みを生かし得る新規課題の掘り起こしならびに共同研
究テーマの選定を行い社会実装を目指すとともに、人材交流や意見交換会を定例化し、人材育成に向けた相互協力を継続することで社会への貢献を
目指します。

横浜国立大学の共同研究等の紹介

1）社会や産業が求める課題の検討、共同研究テーマの選定
2）社会実装に向けた各種検討
3）本連携に資する人材交流や意見交換会の実施
4）人材育成に向けた協力
5）その他本目的に資すると認められる事項

●本協定における連携事項

受入時に「寄附目的」が設定されます。寄附金はこの寄附目的に沿った使途に充てられる資金です。

寄附金

国や企業から委託を受けて行う研究プロジェクトに充てられる資金として、委託元から受ける資金
です。

受託研究費

国や企業と共同で行う研究活動に充てられる資金として、相手から受ける資金です。

共同研究費

国や企業から委託を受けて行う、または共同で行う、研究以外の目的の事業に充てられる資金とし
て、委託元や共同事業者から受ける資金です。

受託事業費等

国等の政策に基づき、特定の事業や費用、資産の取得等に必要な支出に充てられる資金として、
国やその関連機関から交付されます。

補助金

日本学術振興会（文科省が所轄する独法。JSPS。）から研究者個人へ措置される資金です。研究者
個々人が、自由に研究計画を作成してJSPSに申請し、採択された研究計画に対して交付されます。

科研費（科学研究費補助金、学術研究助成基金助成金）
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